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東松山市地域防災計画の修正概要 

 

１ 東松山市地域防災計画について 

東松山市地域防災計画は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、東松山市防

災会議が作成する計画です。 

この計画は、第１編「総則」、第２編「共通対策」、第３編「火山噴火・竜巻・降雪

対策」、第４編「複合災害対策」、第５編「広域応援」、第６編「事故災害対策」で構

成されており、災害や項目ごとに取るべき具体的な対策を、平常時に実施すべき「予

防・事前対策」、発災時に実施すべき「応急対策」、発災後に実施すべき「復旧対策」

に分類し定めています。 

 

＜東松山市地域防災計画の構成＞ 

 

２ 計画修正の視点 

災害対策基本法の改正、国の防災基本計画及び埼玉県地域防災計画の修正のほ

か、市の施策等を踏まえ、東松山市地域防災計画を修正します。 

 

＜防災基本計画及び埼玉県地域防災計画の主な修正点＞ 

  

 

 

 

第 1編 総則 

第 1章 総則 

第 2章 被害想定 

第 3章 防災体制 

第 4章 防災訓練 

第 5章 調査研究 

第 2編 共通対策 

第 1章 施策ごとの具体的計画 

第 2章 災害復興 

第 3章 南海トラフ地震臨時情報発表に伴う対応措置 

第 4章 最悪事態（シビアコンディション）への対応 

第 3編 火山噴火・竜
巻・降雪対策 

第 1章 火山噴火降灰対策 

第 2章 竜巻等突風対策 

第 3章 降雪対策 

第 4編 複合災害対策 複合災害対策 

第 5編 広域応援 広域応援 

第 6編 事故災害対策 事故災害対策 

○防災基本計画の修正 
R4.6 盛土による災害の防止に向けた対応  

安否不明者の氏名等公表による救助活動の効率化・円滑化 
○埼玉県地域防災計画の修正 
R4.3 広域避難に係る事前の準備 
R5.3 盛土による災害の防止に向けた対応 
   安否不明者等の氏名等公表 
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３ 計画修正の主な内容 

（１）災害対策基本法の改正、国の防災基本計画の修正及び埼玉県地域防災計画の

修正を踏まえた修正 

① 盛土による災害の予防対策（素案 2-29） 

県と市が、盛土による災害の防止に向け対応するため、危険が確認された盛 

土について、各法令に基づき、速やかに是正指導を行うことを明記しました。 

 

  ② 安否不明者等の氏名等公表（素案 2-106） 

   県と市は、救出・救助活動等の効率化、円滑化のため、県が安否不明者等の

氏名等を公表する場合の基本的事項を整理し策定した「災害時における安否不

明者等の氏名等に関する公表方針」に基づき、氏名等の公表について対応する

ことを明記しました。 

 

③ 広域避難先の調整（素案2-137） 

大規模災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との応 

援協定の締結や、広域避難における居住者等の運送が円滑に実施されるよう運 

送事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手 

順等を定めるよう努めることを明記しました。 

 

（２）市の施策等を踏まえた主な修正 

① 中央防災倉庫の整備に伴う食糧・物資拠点の明確化（素案 2-51） 

中長期的な避難や復旧活動に必要となる物資の集約・管理のための施設であ 

る中央防災倉庫が今年度完成するため、防災拠点として位置づけました。 
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                         令和５年１０月撮影 

    延べ面積４５０㎡ 

    構造 鉄骨造 

    階数 平屋 

        

  ② 防災行政無線（移動系）の整備（素案 2-78） 

   防災拠点間や防災拠点と災害現場間の災害情報を円滑に収集、伝達するため

に整備している防災行政無線（移動系）について、ＭＣＡ無線機からＩＰ無線

機へ機器を入れ替えるとともに、ＩＰ無線機と相互通信可能な衛星無線機を導

入したため、記載の内容を変更しました。 

   

〇衛星無線機、衛星無線機とＩＰ無線機の通信方法について 

 

資料提供 アイコム株式会社 
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③ 避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策（素案 2-145） 

令和５年５月８日から、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ 

が、「新型インフルエンザ等感染症（いわゆる２類相当）」から「５類感染症」 

に変更されたため、既存の計画で避難所における感染症対策として必要な事項 

は残した上で、対策の内容を整理しました。 

 

④ 福祉避難所の開設条件（素案 2-160） 

指定避難所に福祉避難所での受入れが望ましい対象者がいる場合に福祉避難 

所の開設の必要性を判断するとしていましたが、要配慮者や福祉避難所の状況 

に応じ、自宅から福祉避難所への直接避難に向けた体制を整備すると明記しま 

した。 

 

４ 計画修正スケジュール案 

 ① 第１回東松山市防災会議の開催 

令和５年１１月２１日 

  

  ② パブリックコメントの実施 

 

 ③ 県への事前協議 

 

④ 第２回東松山市防災会議の開催 

令和６年２月 

 

  ⑤ 修正の確定 

 

  ⑥ 県知事、市議会への報告 

    令和６年３月 

 

 

 

 

 

 

  


